
｜特集何学1
政策レベルにおける意思決定について

一一政策科学の発展とその問題序説一一

一瀬智司

I はしがき

最近各学問分野において従来の専門化に対して、総合化、また学際研

究在どがしきりに指摘され、現実に共同研究や教育車邸龍としても各方面

で進展しつつある状況がうかがわれるが、いわゆる学際領域の問題とい

うのは、調査研究の対象領域としての学際問題、または総合研究などを

指す事が一般的傾向で、環境問題、都市問題、公益事業方面の諸問題ま

た国際問題など社会的な問題は、多くことごとく学際的アプローチを必

要とするといってよいであろう。

しかし、以上の学際問題（インターデイシプリナリー プロプレム）

は、対象領域の事柄であって、調査研究の方法論としては、政治学、法

律学、行政学、経済学、経営学、社会学、文化人類学、心理学、歴史学

また自然科学や人文科学の各分野など、それぞれの問題領域に従って、

関連するそれぞれの学問分野（ディシプリン）から方法接近がなされる

ことが多く、それらの問題を全体としてどのようにまとめるかについて

の総合在いし統合の方法論についてはまだ模索段階ないし試論段階にす

き、ないといってよかろう。

また社会学、心理学、文化人類学と政治学や行政学、経営学との接近、

また経済学と政治学の接近など比較的新しい学問分野（デイシプリン）

の発展動向に応ビて方法論面での学問交流が盛んになっていることも事

実である。これは現実的な社会的問題からというよりは、各学問分野に
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おける接近方法論の面での接触交流の活発化と思われる。

ところで政治学、行政学や経営学、経済学また工学の方面から殆ど同

時に着目されている政策科学（PolicySciences）の発展動向は、方法

論の面でもまた対象領域の面て、も誠に注目すべき動向で、関係する各学

問分野、また実際の政策機関から注目されているのである。いわばこの

政策科学は、私見によれば、社会的な学際問題に対し、いわゆる政策指

向型（poIi cy-oriented）の意思決定（decisionmaking）の選択技法

を提供する点で、方法論の面で学際問題に対して貢献するとともに、前

述したように既存の学問分野（ディシプリン）に対しても行動科学や管

理科学に代って影響をあたえると思われる程の新しい動向のように見受
ω 

けられる。

そこでこのような政策科学の発展動向とその問題をとくに行政学およ

び経営学との関連（公経営研究の見地）において考察しておこう。

i主
Ill 国際基督教大学においては、学際傾域の学問研究を発展させる目的をもって比

較文化研究科の博士課程と行政学研究科の博士課程の大学院を設置し、 （昭和

51年4月より）、その学位はいずれも学術博士（Dr.of Philosophy）と栴され

ることになっている （昭和49年7月文部省令による）。その中行政学研究科は

政治学、行政学、経済学、経営学を中心とする学際的、総合的研究を重点的に

取り上げ、政策科学は、政策決定の科学化、総合化のための研究としてその住

の一つに据えられている。

121 また政策科学研究そのものを大学院の研究科（修士課程）として設置したもの

に、筑波大学の経営・政策科学研究科（昭和51年4月設置）がある。この研究

科は政府や企業の政策担当者の再訓練を目的としているといわれるが、その動

向はi主目されるところである。

[ 政策科学（PolicySciences）の沿革と発展動向

政策科学に関してわが国で先駆者的に紹介しているのは、宮川公男氏

（一橋大学商学部教授）で氏はかつて経済企画庁経済研究所のシステム

分析室長として行政各省庁のシステム分析を指導し、そのケース・スタ

ディの成果を rシステム分析概論』 （有斐閣双書）にまとめられた他、
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同ビく政策科学の一環の動向としてのPPBS(Planning, Programming, 

Budgeting System）の線訳紹介なと。を精力的に行い、また最近はイェ

ーツケル・ドロア教授（へプライ大学行政学教授）の r政策科学のデザ

イン』 ｛Designfoγ Pol吋 Science）を編訳されている：そこで宮川

教授についてその見解をみたいと思うが、その前に政策科学の前提とな

る意思決定の領域について7ォレスター教授によってみておこうt

1 意思決定の領域

企業経営における意思決定について7ォレスター教授によれば、次の

図のように示して説明している： 「A領域i;lcすでに一世紀前の経宮者の

特権であったような段階の意思決定

一一給料計算、品切商品の追加注文

など で自動的意思決定領域と考

える。」つまりこの領域はロ ・マ

ネジメントの日常的、反復的、機械

的業務の領域である。これに対して

B領域はミドル・ 7ネジメントによ

る半自動的な意思決定であり、大枠

が経営政策によって方向づけられた意思決定領域である。この鎖域は従

来OR（オベレ ションズ・リサーチ）がもっとも研究成果をあげた領

域といわれ、今後ともなお研究の余地はあるとされているが、次第に中

心が次のC領域に移りつつあるとされるのである。つまり C領域はトヅ

プ・マネジメントの意思決定領域で、従来は多く経験、直感、直WI、判

断によってなされてきた意思決定領域であり、 D領域はまだ開拓のあま

り試みられていない意思、決定領域、すなわち、このCとD領域がいわゆ

る政策レベルの意思決定領域に相当しよう。そして以上のような意思決

定傾城は、企業の経営組織と限らず、政治行政組織においても基本的に

'" 妥当するものといえる。
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いいかえれば、トップ・マヰ、ジメントの意思決定は、政策に関する決

定事項が多く、またこの政策決定に関して出来るだけ客観的、科学的根

拠を提供しようというところに、システム分析、 PPBS，ベネ7イ y ト・

コスト・アナリシス等、政策科学研究発展の要因があると思われる。

2 宮川教授とドロア教授の政策科学に関するコメント

宮川教授は、前述のドロ7教授の著書編訳のあとがきに次のような要

旨のコメントを行っている。

「現代われわれの社会が直面している多くの困難な問題は、どれをと

っても高次の政策レベ1レの決定に関わる性格のもので、公害・環境問題、

都市問題、交通問題、資源問題、犯罪問題など関連する要因がきわめて

多岐にわたるため広い視野を必要とし、また巨額な資源を長期に拘束す

るような意思決定を含むために、長期的な視里拘ず要求される。

このような問題解決のために伝統的な諸科学は十分貢献できるとけの

視野や方法を備えているだろうか。と聞い、このような反省から政策科

学は生れたものであり、現在形成されつつある研究領域である。」と述

ベる。

宮川教授の視点、視野と問題意識は、筆者としても行政学と経営学の

研究交流の状況認識以来つとに着目していたところで、今や政策レベル

の決定問題をかかえる社会諸科学の多くの分野において期せずして同様

の認識が出てきていることを覚えるのである。

以上の点について行政学者ドロア教授の現在の科学とくに社会科学に
剛

対する指摘は極めて童話いものがある。すなわち、政策に対する科学の貢

献に見られる共通の弱点として、科学者逮が提出した科学に基礎を置い

ていると考えられる政策勧告の多くは、次のような数多くの重大な弱点

を有している。 Illある専門的な認識方法に合致するように問題を狭く定

式化する傾向がある。たとえば、経済学者はすべての問題を経済学的に、

エンジニアは工学的に、また深層心理学者はパーソナリティのダイナミ
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ックスの観点から見がちである。 121ごのように問題を狭いトンネJレ・ビ

ジョンを通して認識するばかりで在く、問題を分析するのに用いる理論

さえも、有効性の限界にほとんど注意を払わず、専門化された学聞から

待ってくる傾向がある。前にも述べたように経済学者は暗黙のうちに経

済人としての立場に固執していることが多く、経済学での複雑な資源配

分や最適化の号デルが普遍的に使用できると主張するのが常である。 131

解決策に関して、科学者たちは次にあげる両極端のどちらかに走る傾向

がある。科学者逮は自分の狭い分野に止まって特定の学問に属する政策

道具を解決策として提示するか、あるいは彼らの能力の及ぶ範囲をはる

かにこえて、自由に提案するかのどちらかである。

上述のような 3つの弱点をもったものとなっている根本的苦原因は、

政策問題の領域と lつの字聞の有効性の範囲が一致しないということに

ある。以上の弱点は次のように要約することが出来る。認識が狭い単一

学問的な観点、からなされるため、多次元的問題を一次元的なイメージと

して捉え、問題を歪んで認識し、科学の能力限度をごえて不用意に踏み

出し、害とはいわないまでもあまり役に立たない勧告を行うことになる

のである。

かくしてドロア教授は、現代の科学は、その性格そのものの故に政策

決定の改善のためには不十分であるといい、政策決定の改善に対する科

学の貢献度を増穴させるため、科学的革命が不可欠で、その要請に応え

る目的をもって政策科学が生れてきたという。

しかし、政策決定の改善のためには政策科学の確立、発展とともに現

代の諸科学のある部分の発展も不可欠の要件である。しかもこの双方の

要請は相互依存の関係にある。つまり現代の諸科学は、政策科学が確立

されるための基本的な知識を提供することとなる。また政策決定の改善

に対する科学の貢献を増大させるということは、それに適した科平的知

識の存在だけに依存するものではない。政策決定システム内部での変化、

および政策決定システムと科学システムとの接続リンクの変化もまた不
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可欠で、それによって現実の政策決定の中への科学的知識の統合が可能

になり、また促進される。というのである｛：

3 政策科学の発展動向

一般に政策科学（PolicySciences）の始祖はハロルド・ラスウェル

(Harold Lasswell)といわれており、 1951年ダニエル・ラーナーと

共編による The Policy Sciences Stanford University Press, 

1951 あたりが最初のものとみなされている。ラスウェルはこの中で政

策指向型の研究の意味について次のようにいっている。 「政策指向型に

は2つの意味があり、 1つは政策過程へ向けられ、他の 1つは政策の知

的合理的ニードに向けられている。前者の仕事は政策形成と実施の科学

の発展で社会科学や心理学の方法を用い、後者の仕事は、政策決定者が

利用する情報の具体的内容や解釈を改善するもので、それは社会科学や

心理学の領域をこえるものである。？つまり、決定過程の社会科学者の

分析と、決定過程における社会科学的知識の役割の記述の 2つの仕事が

それである。ここに政策指向型の仕事が述べられているわけであるが、

この規定の仕方は主として問題に対する方法論的なもので対象たるべき

問題領域としては、問題解決の政策指向を要する対象なら何でもよく、

殊に公共政策（PublicPolicy）分野においてその特色を見出しうるこ

とは、雑誌『政策科学一一政策形成の改善に資する国際誌一一』 （Policy

S醐前田 An I叫 emati蜘 lj叫削iD制。凶臼蜘 Improv抑制

of Pofi，り1Makingー） の編集関係者の顔ぶれからも理解されよう。今参

考までに1975年における陣容をあげておこう。

Editor GD  Brewer, School of Organization and Management, Yale 

University, U.S.A. 

Associate Editor 

Terry Saario, The Ford Foundation, N.Y. 

Assistant to the Editor 

JM. De Land, Pacific Palisades, Cahforma 
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International Advisory Board 

H D. Lasswell, chalfman, The Policy Sciences Center, N Y 

Davis Bobrow, University of Maryland, Maryland 

R.D. Bruner, Institute of Public Policy Studies, University of Michigan, 

Michigan 

J A Cade, Internauonal Institute for the Management of Technology, 

Milan, Italy 

H.F Cline, Russel Sage FoundallOn, N.Y. 

Timothy Costello, Adelphi University, N.Y. 

W.E. Cushen, Federal Power Commission, Washington, D.C. 

Bertrand de Jouvenel, SE D.E.L.S., Pa口S

Yehezkel Dror, The Hebrew University, Israel 

William Gorham, The Urban Institute, Washington D.C 

Olaf Helmer, University of Southern California, California 

Herman Kahn, The Hudson Institute, N.Y 

Helmut Kla呂田， TechnicalUniversity of Berlin, Germany 

Todd la Porte, Institute of Governmental Studies, University of 

Cahforma, Berkley 

Kai Lee, University of Washington, Seatle 

Klaus L1epelt, Datum e V. Federal Republic of Germany 

Seymour M Lipset, Center for International Affairs, Harvard 

University, Cambridge, Massachusetts 

Thomas Robinson, Institute for Comparative and Foreign Studies, 

University of Washin且ton,Seatle 

Henry S Rowen, Graduate School of Business, Stanford Umversity, 

California 

Kiichi Saeki, Nomura Research Institute of Technology and Economics, 

Japan 

Sir Geoffrey Vickers, Goring on-Thames, England 

Aaron Wildawsky, Graduate School of Public Policy, Univemty of 

Califorma, Berkley, Califorma 

すなわち、政策主体としては、政府、行政機関、企業、国際機関のい

ずれをも包含し、外交政策から、経済政策、福祉政策、また企業の経営
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政策、国際機関の各種政策に至るまで考察対象となりうる可能性を持っ

たものとして、 「政策科学J を位置づけていることが知られるのである。

コロンピア大学応用社会調査室のP. F. ラザ7ェルドは、政策科学

者について4つの特色をあげ、彼の仕事は第一に問題の目標に関する再

評価を含むものであること。第二にその仕事は新しい専門家のタイプを

形成するものであること。第三にその仕事は特定の学問領域（academ-

ic disciplines）の一般的知識の向上に寄与することを期待しうるもの

でないこと。第四にその仕事は彼のスポンサーに受入れられうる勧告を

行うことに関係している。また政策科学者の研究のタイプは次の四つの

基本的特色によって特長つ引けられる。第一に7クロ的に傾斜してミクロ

的な社会学的データを無視する傾向があること。第二に将来指向に関心

のあること。第三にいわゆる方法論としてはシステムズ・アプローチに

重点、のあること。第四に学問分野としては学際的なところに特色のある

こと。とあるのがそれであ式

以上のそれぞれについて説明を要するかもしれぬが、それらの点につ

いては関係文献を参照することを期待してここにおいては政策科学者が

声を大にして言うシステムズ・アプローチについて見ておこう1
ラザ7ェJレドによれば、もし実際の問題が非常に複雑な場合には、調

査研究のデザインに線訳するには非常に多くの要素が考慮に入れられな

ければならない。そしてその場合、これらの要素間の多くの可能な相関

関怖に特別な注意が払われる必要があるとしており、システムの表現が

有用なことは、ドロ7の著書の中での「よりよい政策形成のための行動

科学の利用に対する一般的システムズ・ 7プロ チ」という章に和いて、

社会科学者はその適用についてもっと関心を持つべきであるし、実際の

意思決定者は社会科学についてもっと知らされるべきである。またこれ

ら2つのグループの聞の個別の、また組織的関係が改善されるべきであ

る。これは、次の3つのシステムの関係、科学システム、政策形成シス

テムおよびそれらの相互交換システムの間の関係条件によって形成され
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るとしている＂：ここで「システム」という用語について、社会科学に関

する国際百科辞典 UnternationalEncycloped問。fthe Social Sci-

enc es）の中の“GeneralSystems Theory，，に関する7ナトール・

ラポポ トの記述によれば、システムの生物学的な起原、正確な数学的

公式化、わよぴ社会科学におけるシステム概念の多くのあいまいさにつ

いて述べており、彼は次のように結論づけている。 「一般的システム理

論は厳密には科学的理論というものではなくして、むしろ一つの見方を

示すものである。 f
i主

Ill 宮川公男編 rシステム分析概論」有斐閣双書、 1973年。宮川公男編者 •PPB

Sの原理と骨折』有斐問、 1969年。宮川公男訳『政策科学のデザイン』 Y ド

ロア著、丸善、 1975年。
Yeh白 kelDror, Design of Policy Science,.Elsevier, 1971. 

Y ehezkel Dror, Vi印加 問sin Poli，りScience,Elsevier, 1971. 
121 J.W. Forrester, Industrial Dy抑制tcs，石岡崎久他訳 rインダストリアル・

ダイナミ γクス」紀伊国屋、 1971年。

] W. Forrester, Urban Dy即 mics 
] W. Forrester, Principles a/ Syste間人 Wright-AllenPress lnc.,1968. 
JW.Forrester, WorldDy加盟1cs,Wright Allen Press Inc ,1971. 

131藤田忠著、 r経営意思決定の分析」中央経済社、 18～19頁。

141 政治、行政t齢晶における政策、す在わち公共政策を中心！こ述べる。皿公共政策

における政策レベルのカテゴリ一分析を参照のこと。

151 ドロア著、宮川訳 r政策科学のデザイン」訳者あとがき春日君。

[61 前掲書、 I現代の科学の不十分性、 3～ 5頁。
[71 前掲書、 Iの5、結論：革命の必要、 39～41頁o

181 HD. Lasswell，“The Policy Orientation", in D. Lerner and H.D 
Lasswell, eds, The Policy Sciences, Stanford Umvemty Press, 1951, 
3 15, 3. 

191 Poliり1Sciences, Vol. 6. No. 3, September 1975 
I]印 PF. Lazarsfeld，“Policy Science Movement An Outsider’s View”， 

Policy Sciences, Vol 6, No 3, September 1975, p. 211 
IJll Ibid., p. 219. 
I]目 Ibid.,pp. 219-220. 
1131 A. Rapoport, ＇‘General Systems Theory", in Interna抑制lEncyclope 

dia of the Social Sciences, Vol XV, p. 454. 

またγステムを「関連する要素の集合またはセァト」とし、概念、客体と主体

の三要素からなるマン・マシンの体系と規定する定義も里、味深い。J.P. Gigch, 
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Applied General System Theoヮ，Harper& Row, 1974, chap I事Iii!

][ 公共政策における政策レベルのカテゴリ一分析

以上何人かの政策科学の提唱者ないし推進者の見解の考察から、われ

われは政策科学が現代の政策決定の改善のために、現代の社会諸科学の

基礎の上に打立てられ始めた新しい科学であることを認めることが出

来るが、政策科学へ接近する人々のそれぞれの科学のパックグラウンド

によって、 「政策」の側から接近する立場と「科学」 （ことに自然科学

的、計量的手法）の側から接近する立場に大別されるように思われる。

後者が出来るかぎり主観的価値判断を排除して客観的に自然科学に範を

とる計量モデルなどを中心とするのに対し、前者の政策は、主観的価値

判断の要素の多い分野で、政策決定、政策選択の対象となる領域は、後

述するように広範かつ多段階的であり、政治、経済、社会、国際、科学技

術、文化などの諸政策のいずれの分野をとっても、政策課題と社会諸科

学の学問分野（ディシプリン）が交錯ないし隣接し合っているにもかか

わらず、それぞれの専門分野からのアプローチでは公共政策を体系化し、

カテゴライズすることが難しい「公共政策論」の哲学ないし定性的な論

題となっているように思われるのである。

そこで本稿では、前者の公共政策と政策科学における後者の科学的政

策分析を出来るだけ接合させるように試みることにしよう。

1 公共政策の問題領域

前述のドロ7教授も指摘するように、公共政策の問題領域についてい

えば、近代化途上社会の考察にせよ、アメリカのような飽和した社会に

せよ、ソ遠のようなポスト イデオロギーの国家であろうと、都市集中

や若者集団のような社会の下位の単位の考察にせよ、あるいはヨーロッ

パの種々の超国家的組織体や国連のような異なる社会を含む団体を考察

するにせよ、これちのいずれにしても、主要在政策問題は共通して指摘
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することが出来る。進行しつつある転換を方向づけ、あるいは少なくと

もその速度と方向を含めてその転換に影響を与えまたはコントローJレし

ょうという願望とその必要性であ石；

その問題領域についてドロ7教授はつぎのように分類している。農業、

文化、国防、教育とマンパワー、対外関係、健康、産業化、国内政治、人

口、の政策問題領域別がそれであるtこれらは一般に政治、外交、経済、

社会福祉、文化教育、労働、国土環境等の内政、外交の全般にわたる主

要政策を網羅的にあげれば、包括的に含められるであろう。ただし、国

家目標や各種政策の体系、優先順位というごとき問題になると、政策の

体系的整備やその国や機関の台かれている歴史的発展状況等によってそ

の時代の国民や政党、政策担当者の価値観によって左右されるところが

大きいので、いかなる価値基準により分類し、選択するかなど客観的、

科学的接近をこえる主観的評価の累積の問題となるであろう。

今ドロ7教授が指摘する政策問題領域別につき管理科学（Management

Science）の数量的手法の貢献を三段階ゆ大変役に立つ、②役に立つ、

＠〉役に立たない）に分けて表示している所について要約的にふれておく

と、次表のようになっている：

ここで要約的に言えることは、 I11.政策の問題領域のそれぞれにおいて、

数量的な手法の可能な下位政策（subpolicies）またはオベレイテイプな

政策と現在の段階の科学的手法では有効に役立た辛い個個人の価値判

断あるいは多数決原理に依存する上位政策ないし基本政策（basicpoli-

cies）があること、 12）他方、それにもかかわらず管理科学と応用行動科

学（AppliedBehavioral Sciences）の接合や応用社会科学（Applied

Social Sciences）の名の下に政策決定を直接の関心とする新しい学問

領域とそれに含まれる下位領域の展開がなされつつあることである。こ

こに政策科学発展の方向がうかがわれる：
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2 政策分析 一般的分析フレームワークへの接近一一

つぎに政策の改善の結果社会的福祉（socialwelfare）の純増をもた

らす政策決定のガイダンスを政策決定者に与えることは、資源配分決定

の分析の目的である。そこで前述の公共政策の問題領域を念頭に置きつ

つ、ジェイムス・カットに従って一般的分析フレームワーデへの接近に

ついて述べておこう。

次図の7ローチャートの最初の3つに示されるステ yプは、一般に「公

益」（publicinterest）とよばれるものの定義の困難さとの闘いを示す

もので、 「全国目的関数」 (national objective function）と名づけて

いるが、目標や目標のセ y トへの改善や後退が測定できるようにしてお

り、公共政策の目的はその目的関数を最適にすることであるというので

ある：そしてウェートと目標、目的自体たえざる評価と変更に附されな

ければならない。それが図に示されるフィードパッゲの意味である。

次に全国（地f或）分車斤パラメーターのセットの指定で、プロジェヲト

や計画分析は異なる分析の聞に矛盾のないこと（consistency）および比

較可能性（comparability）ならびに全国目的関数に関連（relevance)

を持つことが嬰求される。そしてこのパラメーターのセットは、分析結

果を使用しようとする政治的意思決定者（politicaldecision makers) 

によって計画分析者（programanalysts）に与えられるものとされ、分

析的方法の指定の中にはH音黙のうちにある範囲の価値判断（valuejudg-

ment) を反映させていると見られる。 というのは価値判断は本来政治

的なものだからで、ある。

ところでCBA  (Cost-Benefit Analysis）やCEA (Cost-Effec-

tiveness Analysis）は元来ミクロ・プランニングの用具とみなされて

いるが、マクロ的な、全国的ないし集合的目的に関連してミケロないし

戦術的プラノニングを一貫して適用するためには全国（地域）パラメ

ターの七 y トの指定を必要とする。したがって、もし明示された目的や
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政策分析への接近

全国（地域）目的関数の指定

全国（地域）産出測定指標とウェ トの指定

計画目的関数、産出測定指標とウェ トの指定

全国（地域）分析パラメ ターのセットの指定

代律的政策手段（計画デザイン）のセ y トの指定

一般投入・産出行列フレ ムワ クのプロジェクト

および計画分析

プロジェクトおよび計画レベルにおける（前段階か

らの一般分析結果にもとづく） トレードオフ分析

政策勧告

政策決定

政策の実施

政策の成果についての政策評価



72 特集行政学

ウェートのセ y 卜、という戦略が変るならば、分析パラメーターの指定

に現わされたその戦略の戦術的実施も変らなければならない。このよ主

主CB AやCE Aについての見解は一貫したもので、集合プランの形で

集合戦略を磨くこと、すなわち、集合目的を広い資源配分決定に縦訳す

ることは要求していなしえ

ただ結局考え方として、公共計画やプロジェクトの目的は、包括的に

いえば、社会的純便益（socialnet benefit）または社会的純収益性

(social net profitability）を極大化することにあるといえるので、カ

ットが言うように政府（government）を多種の生産物（multi-product）、

公共財（publicgoods and services）を提供する会社（amulti -pro-

duct firm）と規定していることもあながち不適当ということは出来なしえ

次にプロジェクト晶、よび計画分析のために示唆された一般的7レ ム

ワークを政策手段（policyinstruments, systems design）と政策目的

(policy objective）の計画7 トリ yクスによって示せば次表のように

なっている。

つまり、特定化されたシステムデザインと産出指標の交叉によって作

られるマトリァクスの細胞は係数の形でプロジェケトあるいはンステム

デザインの変化に応ずる産出測定の変化の割合を示すものと見られる。

dOi 

d!j’ 
1~1 ・・ ・・ n• 1~1 …・ ·m

80i 
dOi ~ dli 81j , 1~1 …… n • 1~1 …… m. 

但し、 Iiは政策手段

Oiは政策目的

かくして t期における産出測定 01について計画デザイン I1の効果に

対する計画マトリ γクスの完全な記入は、 I，の当初の変化に直接間接関

連して 01の変化の列の合計として DO：によってなされる：

以下詳細な説明は、紙数の制約から省略することとして、ダグラス・
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政策手段／目的の計画マトリックス

O, 0, 。旬
。

政苗目的（産出測定 政寵目的 政官目的 政策目的

指棋のベクトルの形 I 2 N 
で記述操作され

（誠塁） （議室） （識喜）
政軍手段

たもの）

（一般および

特殊なカテプリ ー - N 
0: z z 1昆

によって区分され、オ
司剖経語 号躍組2ま笥閣能怒 陸将司出 将坦間E主． ． ． 苦悩ヨ喜邑三

ペレイショナルに述べられ

たもの）

システムデザイン E.,

I' 支出計画l
システムデザイン E._

"" 
ンステムデザイン E"

I' 支出計画5

ンステムデザイン E,.
システムデザイン T"

I' 租脱計画1

システムデザインT唱’帽1

c 
，、

ンステムテ＇•fイン T,,

I" 租制計画3

システムデザイン T,.

システムデザイン R.,

I' 規制政策l
システムデザイン R.園田Z

c 

システムデザイン R,,

r. 規制政策5

シスアムテ’吋2イン R,.
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ハ トルによるこの種の提案に対するコメントはわれわれにとっても有

用であろう。 「実際政府の目標のすべてを実現するための政策手段のあ

らゆる考えうる束について合成された効果を評価することは不可能であ

る。また目標の聞に矛盾がある場合、各省大臣の選択であらゆる目標が

同時に達成されるように程度を最適化させる戦略的プランを工夫するこ

とも不可能である。問題は観念的に完全であっても、実際上行いえない

仕事の定義から、この7レ ムワークによって提供された基本的な見識

を失うことなく、実質的な進歩がなされるようなものへと移行すること

である。 f
注

Ill ドロア、前掲書。

121 同前、 30頁～38頁。

131 ドロアの表をr-'1>修正しで表示した。

141 ドロア、前掲書。
151 James Cutt，“Pohcy Analysis: A Conceptual Base for a Theory of 

Improvement", Policy Sciences, 6, 1975, pp. 223 227 
161 James Cutt, q日bcit. pp. 227-228. 
171 Ibid. p. 231. 
181 Ibid. p. 232. 
191 Ibid. pp. 233-235. 
11日 Ibid.p. 247. 

Douglas Hartle, "A Proposed System of Program and Policy Evalua-
tion," Canadian Public Administration, Summer 1973, pp. 243-266 

N 政策科学の問題点

1 政策科学と価値判断の問題

すでに以上の考察の中にも部分的にふれられているが、政策科学発展

の動向における問題点と思われるものを、ここで要約整理しておくと次

のように指摘できょう。

ドロア教授等も指摘するように政策科学者と政策決定者は別である

から、政策科学の任務は、主として政策決定のための科学的根拠となるデ

タを与えることにあるとされるが、そこに政策科学がArtかScienceか
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といった議論、また政策決定の行為は、政策決定者のイデオロギーや主

観的価値判断を反映するものであるが、政策科学はこれらのイデオロギー

や価値判断に対してどのようにその客観化を志向しようとしているか。

ということである。

ii しかし少くとも政策科学者は、単なる分析データの提供者に止ま

るのではなく、政策科学によって政策決定システムを改革すること、さ

らには全く新しい政策決定ンステムをつくりあげることを目指している

とされるので、単なる技術的なものでなく、新しい学としてのScience

を目指しているといってよかろう＇~

iii つぎに政策科学は民主主義の基本的な教義の前提に立っているが、

制度改革による政策決定システムの再設計をも目指すので、イデオロギー

や価値判断と無縁ではありえない。すなわち価値関連的なものである。

そしてこれらの要素をいかに客観化し、具体的な形で表現して行くかが

この種の学問研究発達の方向といえよう。いいかえれば公益（public

interest）の具体的定量化、測定化あるいは評価化がそれである。

iv 多様な価値観の下で、政策レベルにおける意思決定に関して意思

決定のタイプとして要約しているプレイプルックとリンドプロムの説明

が説得的であるので、ここに示しておこう：

この図からも知られるように意思決定としての政策レベルの中、革命的

意思決定の空イプ
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ないしユ トピ7的な夢と幻の visionなど極めて宗教、哲学、思想、人

生観などにかかわる意思決定は、個個人の主観にかかわるところ極めて

大きいので、科学的分析方法なしとされているが、少くとも非常に困難

であろうし、また戦争、革命などのような大変革もまたイデオロギ 指

導者や集団またリードする組織勢力の価値観に左右されるところが大き

いので、多数決原理や少数独裁など体制関連的とならざるをえない。従

って、比較的オベレイテイプな下位の政策レベル、すなわち、ある種の

行政的、技術的意思決定、あるいは、現状から僅かに変化する程度の政

治的意思決定について科学的分析方法が有効に作用し、政策科学もまた

将来発展する余地カf相当ありうるという事ではなかろうか：

2 意思決定の理論と論理

ここに仮りに理論（theory）を政策科学などにいわゆる科学的理論と

いい、論理を政策決定などの実践行為をも含む行動基準（criteria）を

いうものとすれば、意思決定に関して真に求められているのは、単なる

理論ではなく行動基準としての論理のように思われるがどうであろうか。

つまり政策決定者と政策科学者は異なるとして、政策科学が政策決定過

程そのものの批判をも含めて問題として行かない限り、政策科学が常に

政策決定者の侍女ないし用具たるにすぎないという性格を拭い切れない

ように思われるということが第ーの理由であり、第二には、実践理論と

しての論理が求められて始めて純粋理論でない政策理論、政策学ないし

政策科学の応用社会科学たる所以が出てくると思われるからて、ある：

今政策決定過程と政策科学の関係という抽象的論議はこの位にして、

ケース・スタディとして先年行った「森林の公益機能」の調査研究に関

連して少しく述べておこう。すなわち、基本的に問題となるのは、 11民主

林政策におけるフィロソ 7ィの転換という事、つまり、木材需給の国内

材か、外国材依存かといった経済的側面の問題とともに治山、国土の緑

化、水源林のかん養というごとき森林の公益機能側面の重視が大きくク
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ローズ7＂プされ、両側面について政策決定にあたり、政策判断に主観

的対立を生ビうるという事である。 121この事は従来森林事業が、第二次

大戦後とくに国有林について国有林野事業として経済林を中心に行われ

てきた事に対する反省ないし森林の公益機能をふまえての価値転換、ま

たは政策転換を志向し意味する謀題として出てきているという事である。

今ここで以上の点を詳細に展開する紙数はないが、政策決定過程を主た

る対象とし、実践科学としての行政学を目指すわれわれの立場からは、

政策的価値判断を前提ないし与件とする意思決定の理論研究のみでは政

策科字の発展に寄与することにならないであろう。

この点に関連して、地域住民や市民の価値体系を都市経営システムに

組み入れて「行政における価値システム論」を展開している地方自治研

究資料センター斎藤達三氏やD イ ストンの政治的交換モデルによる

政策形成過程論などを展開している神戸商大の安田八十五氏（ r都市問

題と公共政策一都市公共政策決定支援システムの構想 』）らの研究は

注目に値すると考えるt

v むすび

最後に、政策レベルにおける意思決定を論ずる場合、忘れてはならな

いしある面で最も重視しなければならないのは住民運動、あるいは意思

決定への住民参加の問題である。この問題は政策形成および実施過程の

全体を通じての課題であり、前述の斎藤氏や安田氏においても意識され、

また最近行われた住民運動、住民参加に関する基礎調査（日本総合研究

所、 r住民運動・住民参加に関する研究」総合研究開発機構委託研究）

に示されている社会的合意形成制度の模索としての地方労働委員会に類

似した行政委員会の構想、のごときは、政策形成過程のどの段階でどのよ

うな参加が考えられるかという、いわば、 a. 企画からの参加（需要調

査審議会、調査会）、 b. 代替案への公聴参加（公聴会、デル7ァイ法、

ラジオ・テレビ等マスコミ利用）、 c 決定への参加（議会、住民投票）、
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d. 実施段階での参加（関係地区住民との個別折衝）、 e 最終7イ

ドパ y タでの参加（世論調査、議会選挙）のプロセスとともに検討を嬰

する課題であるように思われる： (1976年11月30日）

i 主

Ill N1skar n, Ben慢fit,Cost and Po/r,りyA削 lys“’ AldmePubhshmg Co.’ 
1972, chapter 1. 

121 D. Braybrooke & CE Lindblom, A St叩 tegyof Decmon - Poltcy 
E叩 ／uationas a Social Processー， TheFree Pres洛 ofGlencoe, Collier-
Macmillan Lim1ted, London, 1963, pp. 78 79. 

131 最近、行政管理論から政策科学へという：！）；が指摘されているが、これは公共政

策の政策レベルにおける意思決定に関する学問的、実際的接近の重要性が高ま

りつつある事の裏付として、また社会科学の政策面への適用の動向として受け

とめる事が出来ょう。自治大学技研究部編集、 r新しい経営戦略と行政』第一

法規、 1976、若手問。

141 法律学が哲学者らびに法理論をもっとともに法技師羽生を持っていることが実践

に用いられる所以であることを思うとき、意思決定の学として理論を有すると

ともに実践に役立っためには技術性を持つ必要があろう。

151 r治LlJ投資効果の測定方法調査報告書ι昭和49年、水利科学研究所、および『森林

造成維持費用分担閲係設定調査報告書一利根川流域ー』、昭和50年、水利科学研

究所、参！問。

161 斎藤達三、「行政における価値システム論」＇ iii！掲、内庁しい経営戦略と行政』所収、

なお「経営的地域環境政策のための郁市経営システムーモデルの開発」＇ tfl市総

合管理ンステム研究開発、昭和田年度調査研究報告書』⑤、財団法人地方行政

システム研究所、事！！百。

安田八十五、「都市l問題と公共政策一都市公共政策決定支援ンステムの構想 」

r神戸商科大学創立45周年記念論文集ト昭和5日年。

171 r住民運動・住民参加に閲する研究ι昭和51年7月、総合研究開発機構、財団

法人日本総合研究所、第5章参照。
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DECISION MAKING PROCESS ON POLICY LEVEL 

一－Policy Sciences and their Problems 一一

"(Summary> 

Tomoj1 Ichinose 

The theory of DeciS1on Making 1s under rapid development and 1t JS applied 

to government as well as to business organization from the the lower level to 

the top management in Europe and the United States In this article I 

pursued an analytical study on Policy Sciences with a stress on the problem 

of the citizens’part1c1pat1on into the policy process. 
In these days, the so-called inter-disciplinary, trans-disciplinary, or multi-

disciplmary approach became relatively popular in this science In connection 

with these new approaches, I pointed out that these are generally problem 

oriented - eg. problems of urban environments, mternat1onal pollution, etc. 

- and that those problems should be studied from the comprehensive 

stand-pomt. 

Hence, it is necessary to exploit a new methodology m order to make a 

successful analyS1s and to issue an appropriate policy. This is one of ways to 

develop “Policy Sciences" that should be a policy-o口entedSC1ence from the 

comprehensive view-point I believe that “Policy Sciences" can be a 

comprehensive study of Social Science in spite of some problems pointed out 

m this article. 


